
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

1
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

物価高対応・みやざき応援商品券事業
（No38に継ぎ足し事業あり）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている、全市民を対象に、市
内店舗で利用できる商品券の配布をし、家計負担の軽減及び地域経済の活性化を
図る。
②委託料・負担金・郵送費・手数料等
③・負担金（商品券原資）
　　　7,000円×393,000人（人口）　＝2,760,000千円
　・委託料：181,500千円　　・郵送費：168,599千円
　・手数料等：7,200千円　　・その他　1,701千円
　　※事業費　3,110,000千円のうち2,782,352千円に交付金充当
　　　　327,648千円は宮崎県からの補助金（重点支援交付金）
④全市民

R8.2 R8.4以降

2
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

バス＆列車利用促進１日フリーパス実施
支援事業

①燃油高騰による経費増により、公共交通事業が厳しくなっている状況の中、利用閑
散期の特定日に一日乗り放題チケットを発行することで、路線バスや鉄道の利用を
促進し、地域に不可欠な移動手段を維持・確保する。
②チケット造成及びシステム構築に係る経費を補助する。
③・チケット造成に係る経費　520万円
　・システム構築に係る経費　50万円
④宮崎県におけるMaaS実行委員会

R7.4 R8.3

3
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

プロモーション推進事業

①エネルギー価格や原材料費等の物価高騰により、深刻な影響を受けている市内農
畜水産物関連事業者や観光関連事業者に関して、物価高騰の影響を受けた事業者
への支援を主たる目的として、売上回復と新たな販路拡大を実現するとともに、本市
の観光魅力の認知度向上と地域経済の活性化を図るため、首都圏等におけるプロ
モーションを実施します。
②・広告やプロモーションイベント業務委託
　 ・データ分析等による効果検証等業務委託
③・プロモーションイベントの実施　一式　10,000千円
　 ・ウェブ広告等のプロモーション　一式　10,000千円
   ・効果検証　一式　2,000千円
④宮崎市内の農畜水産物関連事業者・観光関連事業者（宿泊業、飲食サービス業、
道路旅客運送業、土産物小売業など）

R7.4 R8.3

4
③消費下支え等を通じ
た生活者支援

自治会防犯灯ＬＥＤ化推進事業

①エネルギー価格高騰により、自治会の運営も厳しくなっており、防犯灯を設置・維
持管理している自治会が既存の防犯灯を消費電力の低い10WのLED防犯灯へ取替
工事を行う際、工事に要する費用を助成することで自治会の負担を軽減し、持続的な
自治会運営につなげる。
②・蛍光灯から10WLED防犯灯への取替工事費の助成
　 1灯あたりの補助上限額　29,150円
　 ・10W超LED防犯灯から10WLED防犯灯への取替工事費の助成
　 1灯あたりの補助上限額　25,850円
③蛍光灯→LED　総定数479基　×　29,150　＝13,962,850円
　　LED→LED　　　総定数587基　×　25,850　＝15,173,950円
④自治会

R7.4 R8.3

5
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

「スマイルみやざき図書カード」配付事業

①物価高騰等による家計への影響が長期化し、子供の教育にかける負担が増加し
ている状況において、18歳以下の子どもを対象に、1人につき5,000円分の図書カード
を配付し、子どもの健やかな成長を応援するとともに、家計の負担を軽減する。
②委託料（図書カード購入・郵送・その他事務）
③・図書カード　5,000円×63,700人　＝　318,500千円
　 ・郵便　          480円×40,000世帯　＝　19,200千円
　 ・その他事務費等　一式　21,300千円
④本市に住所を有する18歳到達年度以下の子ども

R7.4 R8.3

6
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

農畜水産物等の販路拡大・ブランド力強
化事業

① 燃油・生産資材等の価格高騰により、厳しい経営状況にある市内農林漁業者につ
いて、物価高騰の影響を受けた事業者への支援を主たる目的として、販路拡大と収
益向上を実現するとともに、本市産品のブランド力強化と関連産業の活性化を図るた
め、首都圏等における販路拡大支援事業を実施します。
②商談機会創出やイベント開催等に必要な経費
③・ＰＲイベントや展示商談会等への出展支援
　 ・連携協定締結企業等と連携したＰＲイベントの開催
 　委託料 440千円　・　賃借料　1,360千円　・消耗品　590千円等
④宮崎市内の農林漁業者、及びその生産物を取り扱う事業者。

R7.4 R8.3

7
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

スマート稲作生産基盤緊急支援事業

①物価・原油価格高騰等により、農産業の負担が増加している状況において、省力
化や規模拡大に必要な、スマート農業機械の導入費用の一部を助成し、大規模稲作
経営体への水田の集積・集約による営農の効率化や遊休農地の抑制及び水田の有
効利用を図る。
②スマート農業機械等の導入費用助成（助成率1/2）
③コンバイン　10,000千円　×　1台　×　1/2　＝　5,000千円
　田植機　　　4,000千円　×　２台　×　1/2　＝　4,000千円
　農業用ドローン　3,000千円　×　２台　×　1/2　＝　3,000千円
　籾乾燥機　3,000千円　×　２台　×　1/2　＝　3,000千円
④農家

R7.4 R8.3
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8
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

施設園芸省エネ環境負荷低減対策事業

①物価・原油価格高騰等により、農産業の負担が増加している状況において、省エ
ネと環境へ配慮した機材の導入の一部費用を助成し、外部要因に影響されにくい施
設園芸の体制づくりと生産経費削減等の推進による持続可能な農業体系の確立を
図る。
②流体攪拌装置、ヒートポンプ、中自動巻上装置の導入補助（補助率1/3）
③流体攪拌装置等　650千円　×　60台　×　1/3　＝　13,000千円
　 中自動巻上装置　1,600千円　×　50台　×　1/3　＝　27,000千円
④宮崎市園芸振興協議会

R7.4 R8.3

9
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

食と農の魅力発信事業

①物価・原油価格高騰等により、農産業の負担が増加している状況において、安心
安全な宮崎市の農林水産物のＰＲ及び宮崎市産農林水産物の消費拡大イベント開
催に係る費用の一部を助成し、地元農林水産物のブランド認知度の向上と生産者と
消費者の相互理解によって地産地消を促進する。
②イベント開催費用助成
③助成金　ファーマーズマーケット　2,000千円
　　　　　　　大型ショッピングモール等　1,000千円
④宮崎市園芸振興協議会等

R7.4 R8.3

10
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

畜産産地確立支援事業（ブランド維持・実
証支援）

①物価・原油価格高騰等により、畜産農家の負担が増加している状況において、経
産牛肥育生産推進費やコントラクター組織設立等に要する費用の一部を助成し、市
内畜産農家の経営安定を図る。
②補助金（会議費用・飼料作成等・先進地視察等・肥育素牛導入）
③
(1)経産牛肥育生産推進　2,000千円　会議費用・飼料作成等
(2)コントラクター組織設立　200千円　会議費用・先進地視察等
(3)肥育素牛導入補助　 13,800千円　定額（30千円／頭）補助
(4)子牛購買誘致促進　2,950千円 
・九州外から新規で宮崎中央子牛市場に来場される子牛購買者の航空運賃の一部
助成
・子牛を購入した県外購買者に対し、宿泊費の一部助成
・宮崎中央子牛市場での高値購買(80万円(税抜)以上30頭のうち18頭)に対し、一部
助成
・県外購買者への購買誘致に係る職員旅費(北海道・東北)
④宮崎市畜産振興連合会

R7.4 R8.3

11
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

畜産産地確立支援事業（消費拡大推進）

①物価・原油価格高騰等により、畜産業の負担が増加している状況において、物価
消費拡大に伴う市内産牛肉の販売増により、消費拡大イベントや輸出促進等の費用
の一部を助成し、枝肉価格の向上を図る。
②・市内消費拡大販売会補助
　 ・県外(国外を含む)PR補助
③市内消費拡大販売会(6回）　5,000千円
　 県外(国外を含む)PR（10回）　7,000千円
④宮崎市畜産振興連合会

R7.4 R8.3

12
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

畜産産地確立支援事業（生体夏季輸送体
制確立）

①物価・原油価格高騰等により、畜産業の負担が増加している状況において、夏季
シーズンでも安全に牛を輸送できる環境の整備に係る費用の一部を助成し、子牛セ
リ価格の上昇や高値販売を行うための東京食肉市場への出荷手段の確保を図る。
②牛の生体輸送を行う家畜運搬車への空調設備導入への助成　補助率1/2
③15,000千円（トラック荷台整備費）×1/2（補助率）＝7,500千円
④宮崎市家畜生体輸送対策協議会

R7.4 R8.3

13
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

畜産飼料転換支援事業

①物価・原油価格高騰等により、畜産業の負担が増加している状況において、飼料
用イネ新品種の種籾購入に係る費用の一部を助成し、輸入飼料に頼らない自給飼
料増産または国産飼料給餌による経費の節減や優良な飼料給与による発育良好な
家畜の高値販売を図る。
②飼料用イネ新品種の種籾購入費用の助成
③8t×1,400円/kg＝1,120万円
④補助対象：宮崎市畜産振興連合会

R7.4 R8.3

14
⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

水産業物価高騰対策事業

①物価・原油価格高騰等により、水産業の負担が増加している状況において、省燃
油化の取組を支援し、漁業者への燃油価格高騰の影響を緩和する。
②省燃油化に繋がる船底の状態改善(付着物の除去等)にかかる上架施設(ドック)使
用料、船底清掃費等の補助　※補助率1/2
③想定漁船数　160隻
　ドック代　想定事業費　4,116千円　×　1/2　＝2,058千円
　塗料代　想定事業費　4,776千円　×　1/2　＝2,388千円
④漁協組合員

R7.4 R8.3

15
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

デジタルを活用した情報発信強化事業

①原油価格や物価高騰の影響を受けている地域観光業への支援を主たる目的とし
て、旅行・外食・アウトドア等を実際に行っている方「宮崎」「旅行」「観光」などに興味
関心を持つ方などを対象とし、SNSを活用した戦略的な誘客プロモーション及び効果
検証を実施し、来客数増加と、それに伴う売上回復を実現するとともに、本市の観光
消費額の増大と地域経済の活性化を図る。
②SNSでのプッシュ型の広告配信（R6年度事業結果を基に、テーマ別で３種類の広
告動画の配信）
③SNS広告配信委託　一式　13,400千円（広告配信11,000千円、企画設計1,300千
円、来訪計画計測1,100千円）
④ 宮崎市内の観光関連事業者（宿泊業、飲食サービス業、交通事業者、土産物小
売業など）

R7.4 R8.3
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16
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

青島ビーチリゾート推進事業

①原油価格・物価高騰の影響を受けている、青島地域の観光関連事業者の支援を
主たる目的として、夜間イベントの開催及びアクセスバスの運行支援事業を実施し、
夜間の来訪者増加による新たな収益機会の創出と売上向上を実現し、地域観光業
の活性化を図る。
②イベント開催費用　
③路線バス運行費　1,600千円　
　イベント・運営委託費　6,000千円、管理費　400千円
　※事業費8,000千円のうち6,400千円に交付金を充当
 　 1,600千円は対象外経費のため一般財源
④青島地域の観光関連事業者（飲食店、土産物店、宿泊施設など）

R7.4 R7.10

17
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

「ナイトタイムコンテンツ」ポテンシャル検証
事業

①原油価格や物価高騰の影響を受けている地域観光業において、観光施設1つであ
るフェニックス自然動物園にて、夜間の観光コンテンツとしての可能性を検証するた
め、「トワイライトZOOウォッチャー」の拡充やターゲット拡大のための取組等を支援す
る。
②・照明施設や無線機等の補助
　 ・スタッフ人件費等
　　開催期間　30日　想定人数　3,000人（100人×30日）　
③・備品購入費　一式　3,200千円　（投光器・無線機・懐中電灯・フットライト・発電機
等）
　・人件費、需用費等　1,800千円（職員超過勤務費用、動物エサ代・エネルギー費
用・看板制作費等）
④フェニックス自然動物園管理㈱

R7.4 R8.3

18
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

優れた中小企業創出事業

①物価高騰の影響をうけ中小企業の経営が厳しくなっている状況において、基盤の
強化と生産性向上を図るため、商工会議所等と中小企業を訪問し、企業の優れた技
術や課題を可視化するとともに、中小企業診断士等専門機関のマッチングを通し、企
業の課題解決を支援する。
②中小企業診断士報償費、先進地視察、講座等開催費
③・報償費　8000円×80回　・旅費　横浜市想定　140,000円
　 ・講座開催費　6,000,000円  ・補助金　顧客ニーズ調査費　500,000円
　※事業費　7,280千円のうち　6,000千円に交付金充当
　　　1,280千円は補助対象外経費のため一般財源
④一般業者・中小企業診断士等

R7.4 R8.3

19
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

ＡＩ基盤データ活用事業

① 目的・効果
原材料費や光熱費等の物価高騰により深刻な経営圧迫を受ける市内の小規模事業
者の支援を主たる目的として、AIBeaconを活用した販促支援プラットフォームの構築・
提供事業を実施し、新たな顧客の獲得と売上向上を実現するとともに、域内での消費
活動を喚起し地域経済の活性化につなげます。
②AIBeacon設置、広告発信、マチレポ使用料
③・AIBeacon設置　30個　広告発信　8,000千円
　・使用料、賃借料　1,595千円
④ 宮崎市内の中小事業者（商業施設、交通拠点、宿泊施設など）

R7.4 R8.2
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③消費下支え等を通じ
た生活者支援

宮崎市プレミアム付商品券発行支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰による生活者に対して、プレミアム付商品
券実行委員会へ助成を行い、プレミアム付商品券の発行を支援し、市民の消費の下
支えを行い、購買意欲の喚起や消費活動の活性化を図ります。
②商品券・広告費・賃借料・郵送費・手数料等
　（12,000円分の商品券を10,000円分で販売　130,000セット発行予定）　
③・商品券　130,000セット×2,000円　・広告費　1,200千円
　　・賃借料　2,500千円　・手数料　51,380千円　等
　　事業費　400,000千円のうち　266,667千円に交付金充当
　　133,333千円は宮崎県からの補助金（重点支援交付金）
④宮崎市民

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

企業における雇用対策支援事業

①物価高騰の影響をうけ地域企業の経営が厳しくなっている状況おいて、企業が必
要とする人材確保のため、企業へ人材コンサルタントを派遣し、採用に関する課題の
解決を支援することで、企業の採用力・定着率・生産性・業績の向上が図られ、地域
経済の活性化につなげる。
②コンサルタントの派遣業務委託
③訪問　6,000円×2時間×70社×3回　＝2,520千円
　 調査　6,000円×210回＝1,260千円　等
④宮崎市内の中小事業者（特に地域観光業、物流業、小売業など）

R7.7 R8.3
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⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

地元企業と大学生とのつながり強化支援
事業

①物価高騰の影響をうけ、経営が厳しくなっている地域企業の支援を主な目的とし
て、企業が必要とする若手人材確保のため、インターンシップやイベント等の交流の
場づくりを行い、企業の魅力や働きがいを伝える機会を創出することで、若手人材の
地元就職への関心を高め、将来的な人材確保に寄与し、地域企業の安定した経営
基盤の構築を支援します。
②宮崎公立大学の学生と企業との交流イベントの企画・実施業務委託
③イベント開催費
　・サポート人件費　400千円　×　11月
　・設備（PC・関係機器レンタル）　300千円
　・講師謝金　60千円　×　5回
　・その他諸経費　1,000千円
④宮崎市内の中小事業者（特に地域観光業、小売業、情報サービス業など）

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じ
た生活者支援

小学校就学援助事業（物価高騰対策分）

①物価高騰等により家計への影響が長期化し、子供の教育にかける負担が増加して
いる状況において、就学援助一定基準の所得基準を緩和し、受給できる世帯を拡充
することにより、生活に困窮する児童世帯のに該当する小学校児童の保護者に対し
て給付金を支給し、経済的負担の軽減を図る。
②給付金
③平均支給額　56,485円　×　総定数529人　≒　29,881千円
④一定基準の所得基準に該当する児童生徒の保護者

R7.7 R8.3
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③消費下支え等を通じ
た生活者支援

中学校就学援助事業（物価高騰対策分）

①物価高騰等により家計への影響が長期化し、子供の教育にかける負担が増加して
いる状況において、就学援助一定基準の所得基準を緩和し、受給できる世帯を拡充
することにより、生活に困窮する生徒世帯のに該当する中学校児童の保護者に対し
て給付金を支給し、経済的負担の軽減を図る。
③平均支給額　89,243円　×　総定数325円　≒　29,004千円
④一定基準の所得基準に該当する児童生徒の保護者

R7.7 R8.3
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⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

公共交通ＤＸ化推進事業

①物価高騰及び米関税等において影響を受けている地域公共交通を担うタクシー事
業者の経営安定と、市民や観光客の移動手段確保のため、配車アプリの導入支援を
実施し、事業者の経営効率化と利用者の利便性向上につなげる。
②補助金（配車アプリ導入経費）
③補助上限　250千円　×　導入台数　220台　＝　55,000千円
　※3,000千円は補助対象外経費のため一般財源
④宮崎県タクシー協会

R7.10 R8.3
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⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

宮崎市福祉有償運送事業者物価高騰対
策緊急支援事業

①物価高騰（燃油価格等）及び米関税において影響を受けている福祉有償運送事業
者、及びそのサービスを必要とする移動困難な障がい者等のため、事業継続に必要
な経費の一部を助成し、事業者の経営安定化と、利用者の必要不可欠な移動手段
の確保につなげる。
②補助金
③過去3か年の走行距離（事業者全体）　×燃料高騰影響単価
　 R4　全事業者年間走行距離184,955km×5円　＝　924,775円
 　R5　全事業者年間走行距離204,273km×6円　＝　1,225,638円
 　R6　全事業者年間走行距離192,377km×6円　＝　1,154,262円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　3,304,675円
　※各事業者ごとに走行距離等に応じて支給
④福祉有償運送登録事業者

R7.10 R8.3
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⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

スギ苗保管施設緊急整備事業

①物価高騰及び米関税において影響を受けている林業事業者、及び本市の重要な
資源である森林の保全のため、スギ苗の保管施設整備に係る経費の一部を助成し、
林業事業者の経営負担軽減につなげる。
②補助金
③補助率　対象経費の1/2
　対象経費　3,341千円（ハウス改修・散水設備等）×　1/2
④宮崎中央森林組合

R7.10 R8.3
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⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

観光誘客緊急支援事業

①物価高騰等において深刻な経営危機に直面している市内宿泊事業者、及び旅行
需要の停滞に悩む地域観光経済のため、宿泊料金の直接割引を行うキャンペーンを
実施し、宿泊需要の創出と、それに伴う市内宿泊施設の経営改善及び地域観光経済
の活性化につなげる。
②補助金
③宿泊費用割引　3千円×8千人=24,000千円
   周知・広告配信関係一式　6,000千円　　
④宮崎市観光協会

R7.10 R8.3

29
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

グローバルビジネス展開支援事業

①物価高騰及び国際的な経済環境の変化において影響を受けている市内企業の事
業拡大と、本市経済の基盤強化のため、台湾の半導体産業集積地にて、ビジネス
マッチング等を目的とした「みやざきセミナー」を開催し、市内企業の新たな販路開拓
による収益力向上と、半導体関連企業の誘致による力強い地域経済の構築につな
げる。
②補助金
③セミナー開催費用　14,180千円　職員旅費　220千円×6人
④TEAM MIYAZAKI事務局

R7.10 R8.3
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⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

シェアサイクル普及促進事業

①物価高騰（燃油価格等）を受け、市民及び観光客に経済的負担が少ない移動手段
を確保するため、シェアサイクル事業のサービス拡充を支援する。利便性を向上させ
ることで自転車利用を促進し、エネルギー価格等に左右されない、交通機関を確保に
つなげる。
②補助金（車両購入・ポート増設・分析調査）
③補助率　費用の4/5
　(1)車両購入　260千円×85台=22,100千円　
　(2)ポート増設　30千円×85台=2,550千円　
  (3)分析業務　350千円× 一式 =350千円
   　(1)～(3)×　4/5　＝　20,000千円　
④シェアサイクル事業者（宮崎トヨタ自動車㈱）

R7.11 R8.3
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⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

学校給食調理等業務委託事業

①物価高騰の影響を受け、米飯中心の献立に変更したことに伴う学校給食調理等委
託料の増加分を本交付金で負担し、学校給食の安定的な運営の維持を図る。
②委託料
③
（１）共同調理場（11校）
　米飯加工・配送代40円 × 4450食 × 増加日数40日/年 ＝7,120,000円
（２）単独調理場（35校）
　人件費等経費11680円 × 増加日数40日/年 × 35校 ＝ 16,352,000円
　【委託料積算額】（１）＋（２）＝23,472,000円
　※教職員の給食費分は除く
④各給食調理・加工業者

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例
よりも更に効果がある
と判断する地方単独事
業

小学校管理運営補助事業

①物価高騰の影響を強く受けている市立小学校を対象として、安定的な学校運営を
行うため、財政面の負担軽減を図る。
②光熱水費
③令和7年度電力使用量見込量×（令和5年度平均単価－令和2年度平均単価）
5,597,069kwh×（36.32円/kwh－29.42円/kwh)≒38,620,000円
　※18,620千円は一般財源
④宮崎市内の小学校

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例
よりも更に効果がある
と判断する地方単独事
業

中学校管理運営補助事業

①物価高騰の影響を強く受けている市立中学校を対象として、安定的な学校運営を
行うため、財政面の負担軽減を図る。
②光熱水費
③令和7年度電力使用量見込量×（令和7年度平均単価－令和2年度平均単価）
3,674,861kwh×（35.52円/kwh－25.47円/kwh)≒36,933,000円
　※2,581千円は一般財源
④宮崎市内の中学校

R7.4 R8.3


